飯塚市庁舎等モニター広告及び窓口呼出システム設置企画提案募集要項
1　目的
　　飯塚市役所本庁舎及び各支所の待合スペース等に民間事業者等の広告及び市政情報を放映することができるモニターを設置することにより、デジタルサイネージによる情報の提供の充実、及び窓口での待ち時間の負担軽減等の市民サービスの向上、並びに広告料等の確保による市財政への貢献を目的として設置する。
　　また、本庁舎の各窓口に呼出システムを設置することにより、窓口サービスの向上及びコストの削減を図る。
2　広告事業の概要
（1）事業の名称

　　　飯塚市庁舎等モニター広告及び窓口呼出システム設置事業
（2）設置場所及び所在地
①飯塚市役所本庁舎　　　　飯塚市新立岩5番5号

　　②飯塚市役所穂波庁舎　　　飯塚市忠隈523番地

　　③飯塚市役所筑穂支所　　　飯塚市長尾1242番地1
　　④飯塚市役所庄内支所　　　飯塚市綱分802番地7
　　⑤飯塚市役所頴田支所　　　飯塚市鹿毛馬2333番地4
※本庁舎及び4支所の待合スペース並びにその周辺
（3）設置期間
　　市有財産使用許可日から5年以内とする。期間満了後において、翌年度以降も設置することに支障が無い場合は協議のうえ期間を更新することができる。
　　　市有財産使用許可日については、令和5年4月1日からとし、期間満了日は令和10年3月31日とする。なお、機器設置等の準備期間については別途協議を行う。
（4）開庁日等
　　　土曜日、日曜日、祝日及び年末年始（12月29日から1月3日まで）を除く午前8時30分から午後5時15分まで
　　　※開庁・閉庁時間等に変更が生じた場合は、放映時間等について別途協議を行う。
3　広告掲載物の企画・仕様等
（1）設置機器について
　　 ア.広告及び行政情報を放映する機器（本庁舎及び各支所に設置）
　　　　　①本庁舎用55インチ液晶モニター　　　　　　　　　　　　2台
　　　　　②本庁舎用42インチ液晶モニター　　　　　　　　　　　　2台

　　　　　③穂波・筑穂・庄内支所用26インチ液晶モニター　各支所1台ずつの計3台
　　　　　④頴田支所用48インチ液晶モニター　1台
　　　　　⑤その他稼動に必要な機器（再生装置・インターネット回線等）　一式
　※モニターは壁面設置可能等の薄型で場所を取らないものであること。

　　 イ.窓口呼出システム（本庁舎のみ設置）
　　　　○受付用機器

　　　　　①タッチパネル式発券システム　　　　　　　　　　　　　4台
　　　　　②窓口操作端末（タッチパネル式ＰＤＡ端末）　　　　　 17台
　　　　　③発券用プリンター　　　　　　　　　　　　　　　　　　7台
　　　　④個別表示機（表示部４インチ以上）　　　　　 　　　　13台
　　　　　⑤受付一括表示モニター（来庁者用55インチ程度）　　　　2台

　　　　　⑥受付一括表示モニター（職員用42インチ程度）　　　　　3台
　　　　　⑦２次発券用タッチパネル式発券システム　　　　　　　　3台
　　　　　⑧管理用ＰＣ　　　　　　　　　　　　　　　　    　　　4台
　　　　○交付用機器　　
　　　　　①交付番号呼出ＰＣ　　　　　　　　　　　　　　　　　　1台
　　　　　②バーコードリーダー　　　　　　　　　　　　　　　　　1台
　　　　　③交付用表示モニター（来庁者用55インチ程度） 　　　 　2台
　　　　機器仕様詳細
　　　　・　発券システムの業務選択画面の表示は、12業務以上の任意の設定（業務名・業務数等）が可能であり、併せて、職員が任意に作成したお知らせ等の表示が可能であること。
　　　　・　発券機システムは全て連動しており、設置場所によって異なる業務の表示及び発券が可能であり、かつ業務ごとに異なる番号帯の発券が可能であること。
　　　　・　窓口操作端末については、無線通信に対応しているものであること。
　　　　・　発券用プリンターにて使用するロール紙については一般的に購入可能な汎用性の高いものであること。また、新たに機器を納入する場合はロール紙を30巻納品すること。
　　　　・　個別表示機については、カウンターに取り付けできる物とし、角度や高さの調整等は職員が容易に行えるものであること。また、個別表示機は裏面にも表示機能を有し、待ち人数・待ち時間等の表示が可能なものであること。
　　　　・　設置する管理用ＰＣでデータ集計を行うことができ、時間帯別や業務別等のデータをＣＳＶ等で出力が可能なものであること。

　　　　・　受付時には管理用ＰＣから業務ごとに異なるアラート音を発し、職員に通知を行えるものであること。

　　　　・　機器納入後、１年以内にメーカーによってソフトウェアのバージョンアップ等が行われた場合は、事業者において新バージョンへの移行作業を行うこと。
※参考製品　明光商会社製窓口呼出システム　ＭＳボイスコールNEXT
（同等品可）

　　　ウ.その他
　　　　・　各種機器等の設置場所及び設置時期並びに業務開始に必要な情報の設定については後日協議を行うものとする。

　　　　・　各種機器等（付随する設備を含む。）の製作、設置、運用管理、撤去等に係る一切の費用は事業者の負担とする。なお、設置については転倒や転落が発生しないよう確実に固定を行い、設置場所において転倒・転落防止のために必要であると判断される場合は、補強等の措置を行うこと。
・　鋭利な突起物等がない安全に配慮したものであること。

・　納入する機器は、全て新品であること。
・　納入後職員向けの研修を行うこと。併せて操作用マニュアルを3部以上提供すること。
　　　　・　呼出システムの稼働開始日当日はトラブル等に備え機器導入部署の職員に対し、操作指導等が可能な体制をとること。
・　障害発生時に備え、メーカーの拠点が福岡県内にあり、アフターサービス体制が十分に整っており、迅速な対応が可能であること。
・　市側の過失でない納入物品の故障については、納入後メーカー保証内対応とし、無償で対応を行うこと。
（2）広告内容等
ア　広告主の選定及びモニターで放映する民間事業者の広告内容等については、「飯塚市広告掲載基準」を遵守すること。
イ　広告放映枠のうち7枠（1枠15秒）は行政情報が放映できるようにすること。

ウ　スピーカーについては、設置台数・音量・向き等を調整し、聞き取りやすい呼出し環境の構築に努めること。また、市役所の他業務に影響が出ないようにすること。
（3）その他
ア　掲示期間内であっても、庁舎のレイアウト変更等により、やむを得ず、設置場所の変更や広告掲示の全部又は一部を中止することがある。また、設置台数及び設置場所については協議の上、変更する場合がある。
イ　広告内容については、市内部において審査を行なうものとする。よって、広告内容（広告内容の変更を含む）を広告掲示開始前14日前までに提出すること。
　　　ウ　設備の不具合等のトラブルが発生した場合は、復旧に向け適切かつ早急に対応を行い、市の業務に支障がないよう努めること。

4　広告料

１年当たりの広告料（税込み）を見積もること。
また、広告料とは別に飯塚市行政財産使用料条例に基づく行政財産目的外使用料及びモニターが消費する電力使用料は決定した事業者が負担すること。
広告料、行政財産使用料、電気使用料については、各年度に本市が指定する納付書により、本市の指定する期限までに納付すること。
5　設置期間中の注意事項
市は、事業者の責めに帰する理由により、庁舎の利用に不適切な事情が発生した場合は、掲示の全部又は一部を中止させることができるものとする。この場合においては、事業者はモニターを撤去し、かつ、原状に復さなければならないものとし、市は既納の目的外使用料は返納しない。
6　応募資格
　　次のすべての条件を満たすこと。
（1）地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。）第167条の4の規定のいずれにも該当していないこと。

（2）会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき、更生手続き開始の申し立てがなされている者でないこと。

（3）民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき、再生手続き開始の申し立てがなされている者でないこと。

（4）国、地方公共団体からの指名停止期間中でないこと。

（5）租税を完納していること。

（6）飯塚市暴力団排除条例（平成22年飯塚市条例第5号）に規定する暴力団または暴力団員でないこと。また、暴力団の威力の利用や暴力団に利益を供与する等の当該条例に違反する行為がないこと。

（7）法人で、福岡県内に本店・支店、又は営業所を有していること。
7　提出期間及び提出書類等
（1）募集期間及び提出先
公告日から令和4年12月28日(水)までの間に総務課へ応募書類を持参若しくは郵送しなければならない。持参する場合、受付は土曜日、日曜日、祝日を除く午前8時30分から午後5時15分までとし、郵送の場合は上記募集期間内必着とする。
（2）提出書類
ア　飯塚市庁舎等広告掲載申込書
イ　誓約書
ウ　庁舎モニター広告に係る事業等を説明する資料及び関連事業の実績
エ　モニター及び窓口呼出機器の規格等の分かる資料
オ　会社概要等（パンフレット等）

カ　希望広告金額

キ　委任状（受任者を設定する場合に限る。）
ク　国税･都道府県税等の納税証明書（未納が無いことを証するもので、提出時から3ヶ月以内に発行されたもの。写し可。）　　※　提出された書類の返却はしない。
8　決定
（1） 提出された書類に基づき、提案について市が提示する仕様を満たしており、かつ最も高額な広告料の提案を行った事業者に決定する。
　　　決定となるべき同額の見積り者が2社以上ある時は、抽選により決定することとする。なお、日程等については、該当事業者へ後日連絡する。

（2）決定された事業者は、市と広告掲示に係る契約を締結するとともに、本庁舎等の使用に係る行政財産の目的外使用申請を行うこと(使用申請に関しては年度末までに次年度分申請を毎年度行うこと)。
9　問い合わせ先
　　〒820－8501
　　　住　所　飯塚市新立岩5番5号　　
担当課　総務部総務課総務係
　　　電　話　0948－22－5500　内線1316
　　　メール　soumu@city.iizuka.lg.jp
